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第１ 水道需要、水源及び施設能力 
 

１ 水道需要 

 

水道需要は、施設整備の規模を定める重要な要素の

一つであり、水道施設が数十年から 100年程度にわた

って使い続けるものであることを踏まえると、将来に

わたって安定給水を確保していくためには、長期にわ

たる水道需要を見据える必要がある。 

「『未来の東京』戦略ビジョン」で示された人口推

計では、都の人口は、令和７年に 1,417万人でピーク

を迎えたのち、減少に転じ、令和 42 年には 1,192 万

人まで減少すると予測されている。 

 これを踏まえて、都では、「東京水道施設整備マス

タープラン」において、今後 20 年間の水道需要を見

通した。 

この結果、計画一日最大配水量は、ピークとなる令

和７年度におおむね530万ｍ³、20年後の令和22年度に

おおむね515万ｍ³となる可能性があると見通した。 

一方で、水道需要は、人口動態やライフスタイル、

社会経済状況、気候変動等、様々な要因により変動す

るため、今後とも、こうした要因の日々の動向を注視

しつつ、調査研究を重ね、適宜、適切に見通す。 
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２ 水源

都の水道水源は、昭和30年代まで、水源の多くを多

摩川水系に依存してきたが、その後の急激な水道需要

の増加に対応するため、利根川水系への依存度を高め

てきた（図２－２参照）。

現在、都の保有する水源量は日量約680万ｍ³である

が、この中には、昭和30年代の慢性的な渇水時の対策

として、水源開発完了までの間、緊急かつ暫定的に許

可を得ているものや、１年ごとの協定締結により分水

を受け、締結中においても他県の水事情により減量さ

れるなど、課題を抱える水源が日量82万ｍ³含まれてい

る（表２－２参照）。

また、都の主要な水源である利根川・荒川水系の水

資源開発は、５年に１回程度発生する規模の渇水に対

応することを目標としており、10年に１回を目標とし

ている全国の主要水系や既往最大の渇水などを目標と

している諸外国の主要都市と比べて、渇水に対する安

全度が低い計画となっている。

また、将来、積雪量の大幅な減少や無降水日数の増

加などの気候変動の進行により、河川やダムなどの供

給能力が低下し、厳しい渇水のリスク増大が懸念され

る（図２－３、図２－４参照）。

こうした状況から、確保した水源は、首都東京の安

定給水を継続するため、水道需要への対応はもとより、

将来の気候変動による影響も踏まえ、安定化を図ると

ともに、最大限活用していく。

また、引き続き水の有効利用や漏水防止対策を推進

するなど、総合的な取組を実施していく。

図２－２ 水系別比率

表２－２ 課題を抱える水源内訳

水源
水 源 量

（万ｍ
３
/日）

　備　　　　　　　　考

　中川・江戸川緊急暫定 44      
慢性的な渇水時の緊急措置として暫定的に許可を受けたものである。
(利根川水系）

　砧上・下 18      河床の低下により伏流水の取水に支障が生じている（多摩川水系）。

　相模川（分水） 20      
１年毎の協定締結により分水を受けており、その取水の安定性は、
神奈川県内の水事情に影響される（その他）。

計 82      

図２－３ 供給能力の低下のイメージ

降雨 多
降雨 少

取水量 多 取水量 少 供給能力が低下

図２－４ 100年後の積雪深の変化（藤原ダム地点）

３ 施設能力

都が保有する浄水場の施設能力は、現在、日量 684

万ｍ³である。しかし、施設の老朽化による補修工事

や水質管理の強化等により、施設能力を十分発揮で

きない施設もある。

将来にわたり安定給水を継続していくためには、水

道需要に加えて、災害や事故により浄水場が停止する

ような重大リスクが発生した場合においても、一定以

上の給水を継続できる施設能力を確保する必要がある。

そのため、浄水場の確保すべき施設能力は、「平常時」

と「リスク発生時」を考慮して設定している。この考
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図２－１ 一日最大配水量、一日平均配水量、一日平均使用水量（生活用水、都市活動用水、工場用水）及び

給水人口（区部及び 29市町（注 1））

表２－１  　一日最大配水量、一日平均配水量、一日平均使用水量及び給水人口（区部及び多摩29市町）

一日平均配水量 給水人口（注２）

（千ｍ3/日） 月 日 （千ｍ3/日） （千ｍ3/日） 生活用水 都市活動用水 工場用水 （千人）

27 4,699 7/14 4,271 4,092 2,949 1,104 39 13,486

28 4,607 7/7 4,283 4,111 2,964 1,110 37 13,623

29 4,662 7/12 4,315 4,133 2,979 1,117 37 13,745

30 4,695 7/19 4,312 4,144 2,981 1,126 37 13,861

元 4,594 7/31 4,304 4,124 2,977 1,113 34 13,977

2 4,622 7/2 4,308 4,123 3,148 942 33 14,021

3 4,522 7/10 4,256 4,086 3,094 959 33 13,985

4 4,592 6/29 4,240 4,057 3,014 1,007 36 14,015

5 4,564 7/11 4,255 4,063 2,978 1,049 36 14,075

6 4,549 7/4 4,270 4,097 2,989 1,072 36 14,167

令和

年 度
一日最大配水量 一日平均使用水量

平成

（注１）平成 22年 4 月の奥多摩町の統合に伴い、平成 22 年度から区部及び 29 市町となっている（平成 21 年度以前は区部及び 28市町

   である。）。

（注２）給水人口は、年度における 10月 1日現在の値である。

    なお、令和３年度以降の給水人口は、国勢調査の結果により補正されることがある。
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第２ 水道施設の維持・管理 
 

１ 水源施設 

 

（１）水道水源林 

 

ア 沿革 

 

 

 
 

 

 

 

イ 水道水源林の概況 

 

 当局の水道水源林は、多摩川上流域の都と山梨県に

またがる標高 500ｍから 2,100ｍまでの気象条件の厳

しい山岳地帯にある。その範囲は、東西 31 ㎞、南北

20㎞に及ぶ 2万 5,666ha（区部面積の 41％に当たる。）

に広がっており、羽村取水堰
せき

上流域面積の 53％を占め

ている（表２－３参照）。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

表２－３ 多摩川上流域面積（羽村取水堰
せき

上流） 

（令和７年３月末現在）（単位 ha） 

 
 (注)地権者と借地契約を結んだ上で管理している森林 507ha を含む。 
 

都県別 流域面積 水道水源林 公私有林等 

東京都 27,728 10,071 17,657 

山梨県 21,038 15,595 5,443 

計 48,766 25,666 23,100 

比率(％) 100 53 47 

江戸時代
（～1867）

　多摩川上流域一帯の森林はほとんどが徳川幕府
の領地に属していた。また、幕府直轄の「お留
（止）め山」も各所にあり、おおむね良好な森林
を形成していた。

明治元（1868）
　～30年（1897）

　多摩川上流域の山林が御料林に編入され、住民
の入会権（生活資材を共同で摂取できる権利）が
制約を受けたため、最上流部等では、森林の荒廃
が進行した。

明治34年
（1901）

　東京府は水源地の荒廃を憂えて、御料林を譲り
受け、府自ら経営を開始した。

明治41（1908）
　～42年（1909）

　水源地の荒廃は、市民への給水の責務を有する
市自ら復旧すべきであるとして、尾崎行雄東京市
長は調査を行い、水源地経営案を作成した。

明治43年（1910） 　上記の経営案が市議会で議決され、10月に水源
林事務所を開設した。積極的に水源かん養林の経
営に着手した。

昭和42年（1967） 　水源林は府下の御料林や県有林、私有林等の譲
渡・買収及び数件の売却や交換等を経て、ほぼ現
在の形になった。

平成2年（1990） 　多摩川流域の水源施設の管理一元化を図るた
め、水源林事務所を水源管理事務所に改組し、水
源林を水源施設の一つとして管理することになっ
た。

平成13年（2001） 　水道水源林の管理開始から100周年を迎えた。

平成14年（2002） 　多摩川水源森林隊を設立した。

、

水道水源林の広がり 

大正末期 植栽後約 30年 現在 

笠取山付近の変遷 
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え方に基づく確保すべき施設能力は、日量約 660万ｍ³

となる（図２－５参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－５ 確保すべき施設能力の考え方 

＜確保すべき施設能力の考え方（イメージ）＞ 

（注１）補修工事による能力低下量と水質管理の強化等に伴う能力低下量の合計 

（注２）最大浄水場が停止した場合に、地下水の活用を見込んだ能力低下量 

（万m3/日）

リスク発生時に
最低限確保
すべき配水量

リスクによる
能力低下量約530

水道需要 リスク発生時

計画一日
最大配水量

計画一日
平均配水量

約440

平常時

平常時に確保
すべき配水量

2021～2030年

補修等による
能力低下量

補修等による
能力低下量

約660

 〇平  常  時   
  計画一日最大配水量 ＋ 補修等による能力低下量（注１） 
〇リスク発生時  
  計画一日平均配水量 ＋ 補修等による能力低下量＋ 

 リスクによる能力低下量（注２） 
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